
広域系統整備に関する
長期展望のレビューについて

2026年9月28日

広域系統整備委員会 事務局

第104回広域系統整備委員会
資料1



2 本日ご議論いただきたい事項 

◼ 第89回本委員会（2025年5月30日）において、広域系統整備に関する長期展望のレビュー（以下
「長期展望レビュー」という）の基本的な考え方や検討の進め方を整理し、検討を開始した。

◼ 第94回本委員会（2025年10月31日）および第100回本委員会（2026年4月22日）において、
長期展望レビューのシナリオの設定および需要（年間総電力量およびロードカーブ、エリア配賦）と電源
（電源ごとの設備量、エリア配賦）の前提条件について整理した。

◼ 本日は、需要や電源等の前提条件をもとにシミュレーションを実施し、第2次広域系統長期方針の
広域系統整備に関する長期展望（以下「現行の長期展望」という）に及ぼす影響の確認結果を
お示しするとともに、これを踏まえた第3次広域系統長期方針策定に向けた今後の検討について整理
したためご議論いただきたい。

＜長期展望レビューにおける前提条件＞

• 需要の設定（年間総電力量およびロードカーブ） ：第94回本委員会で整理

• 電源の設定（電源ごとの設備量） ：第94回本委員会で整理

• シナリオの設定、需要・電源のエリア配賦の考え方 ：第100回本委員会で整理

＜長期展望レビューの結果（本日）＞

• 費用便益評価結果、感度分析等

• 第3次広域系統長期方針策定に向けた今後の検討
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4 長期展望レビューにおけるシナリオおよび需要・電源の設定

◼ 長期展望レビューでは、第7次エネルギー基本計画（以下「第7次エネ基」という）等の状況変化を
踏まえ、下表の内容にてシナリオおよび需要・電源を設定する。

※ 長期展望レビューは、現行の長期展望に及ぼす影響を評価することが目的であるため、
「シナリオ」ではなく「ケース」として、需要のエリア配賦を変化させ、ケースの幅で増強方策等を評価する。

項目 長期展望レビューにおける需要と電源の設定

需
要

年間総電力量 • 将来の電力需給シナリオの12,500億kWhモデル（2050年）

要素ごとのロードカーブ
• 将来の電力需給シナリオの考え方を基本に設定
• 現行の長期展望と同様、水素製造・DACの可制御需要を模擬

シナリオ・エリア配賦

• ベースシナリオ：将来の電力需給シナリオのエリア配賦にて設定
• データセンター地方分散ケース（データセンターのエリア配賦を変化）および電源
立地地域への需要誘導が限定的なケース（半導体、水素製造、DACのエリア配
賦を変化）※：政策誘導等による需要と電源のアンバランス度合の変化を設定

電
源

電源ごとの設備量 • 第7次エネ基や国の審議会における政策的議論等を踏まえて設定

シナリオ・エリア配賦

• 電源のエリア配賦は各ケース共通とし、供給計画最終年度の設備量や契約申込
済の電源を考慮するなど、現行の長期展望と同様の考え方で設定

• 再エネ（太陽光・陸上風力・洋上風力）の一部を需要比率で配置した場合や
蓄電池の設備量を変化させた場合で感度分析を実施

• 再エネ（太陽光・陸上風力・洋上風力）の設備量を変化させた場合（将来の
電力需給シナリオでの値を活用）の結果を参考として示す



5 【振り返り】 長期展望レビューにおけるシナリオ等の設定について

◼ 長期展望レビューでは、ベースシナリオ※1を設定したうえで、需要と電源のアンバランス度合が異なる
複数のケース（データセンター地方分散ケース※2、電源立地地域への需要誘導が限定的なケース
※3）の幅で増強方策等を評価する。

◼ なお、電源のエリア配賦は各ケースで同じ条件とし、感度分析の中で再エネ（太陽光・陸上風力・洋上
風力）の一部を需要比率で配置した場合や蓄電池の設備量を変化させる。

＜長期展望レビューでのシナリオ（イメージ）＞

電源立地地域への需要誘導
が限定的なケース

データセンター
地方分散ケース

アンバランス

大

小

増強規模

時間

ベースシナリオ

需要のエリア配賦を変化（電源のエリア配賦は各ケースで同じ条件）

長期展望レビューでの評価
（ケースの幅で評価）

※1 ベースシナリオ：政策誘導等により、需要と電源のアンバランスが一定程度解消されるシナリオ
※2 データセンター地方分散ケース：政策誘導等により、データセンターの地方分散が進展し、需要と電源のアンバランスが更に解消されるケース
※3 電源立地地域への需要誘導が限定的なケース：政策誘導等による需要誘導が限定的で、需要と電源のアンバランスが継続するケース

出所）第100回広域系統整備委員会（2026年4月22日）資料2を一部修正
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf


6 【振り返り】 長期展望レビューにおける需要の設定について①
（年間総電力量・ロードカーブ、ベースシナリオでのエリア配賦）

◼ 長期展望レビューの年間総電力量は、現行の長期展望の算定方法で状況変化を反映した試算値と
同水準である、将来の電力需給シナリオでの12,500億kWhモデルを活用する。ロードカーブは、現行
の長期展望と考え方は同様だが、より精緻な設定を行っている将来の電力需給シナリオの考え方を
基本に設定する。（第94回本委員会で整理）

◼ ベースシナリオにおける需要のエリア配賦は、年間総電力量・ロードカーブと同様に、将来の電力需給
シナリオで示された値を設定する。（第100回本委員会で整理）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

ベースシナリオ
（将来の電力需給シナリオの
エリア配賦※にて設定）

610 1,020 4,350 1,850 330 1,930 900 310 1,210 12,500

＜ベースシナリオにおける需要のエリア配賦＞
[単位：億kWh]

※ 2050年の12,500億kWhケース

出所）第100回広域系統整備委員会（2026年4月22日）資料2より
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf


7 長期展望レビューにおける需要の設定について②
（データセンター地方分散/電源立地地域への需要誘導が限定的なケースでのエリア配賦）

◼ データセンター地方分散ケースでは、GX戦略地域の議論等を踏まえ、データセンターのエリア配賦は
別途設定することとした。電源立地地域への需要誘導が限定的なケースでは、半導体・水素製造・
DACのエリア配賦を需要実績比率を用いて変化させる。（第100回本委員会で整理）

◼ GX戦略地域制度ではGW級の集積拠点の実現を目指しており、GX戦略地域（第1弾）として、
9地域（10地点）が認定された（2026年9月11日）。そのため、データセンター地方分散ケース
では、地点ごとに1GW相当※1を当該エリアの需要として配賦する※2。

エリア配賦を変化
させる需要要素

データセンター地方分散ケース
（需要と電源のアンバランスが縮小）

ベースシナリオ
電源立地地域への

需要誘導が限定的なケース
（需要と電源のアンバランスが継続）

データセンター※3
GX戦略地域制度における

認定地点ごとに1GW相当※1を
各エリアに配賦※2

将来の電力需給シナリオで想定した供給計画個別計上値（2035年度）
をベースに個別計上のないエリアに関しても一定量を配賦

半導体※3 将来の電力需給シナリオで想定した
供給計画個別計上値（2035年度）ベース

各エリアの需要実績比率

水素製造 再エネ拡大割合の大きいエリアに配賦 各エリアの需要実績比率

DAC
再エネ拡大割合が大きく、

かつ貯蔵適地のあるエリアに配賦
各エリアの需要実績比率

＜ケースごとのエリア配賦の設定内容（エリア配賦を変化させる需要要素のみ記載）＞

※1 負荷率は80%と仮定（電力中央研究所資料より）
※2 認定地点ごとに1GW相当を当該エリアに配賦し、2050年想定値（1,400億kWh）との差分は将来

の電力需給シナリオで想定したエリアごとの2035年度値等を用いて配賦
※3 エリア配賦を変化させる電力量は、2050年想定値と供給計画における2035年度個別計上値との差分

今回整理



8 （参考）GX戦略地域（第1弾）の認定について

◼ 2026年4月24日に有望地域が選定され、2026年9月11日にGX戦略地域（第1弾）として、
9地域（10地点）が認定された。

出所）経済産業省ホームページ（2026年9月11日）一部追記
https://www.meti.go.jp/press/2026/09/20260911006.html

https://www.meti.go.jp/press/2026/09/20260911006.html


9 【振り返り】 長期展望レビューにおける電源の設定

＜電源ごとの設備量およびエリア配賦＞
電源 設備量 電源のエリア配賦

太陽光 260GW 第43回基本政策分科会にて、2050年カーボンニュートラ
ル実現に向け、議論を深めて行くにあたって示された参考値

供給計画最終年度における   
設備量に加え、洋上風力の開発
動向、電源開発動向調査および
契約申込済の電源等を考慮し
て設定

陸上風力 41GW

洋上風力 45GW 官民協議会導入目標

水力、バイオマス、地熱等 34GW
2030年度のエネルギーミックス水準
（供給計画最終年度の年度末設備量を考慮）

揚水 27GW 供給計画最終年度の年度末設備量
供給計画最終年度における
設備量を考慮して設定

火力 139GW

供給計画最終年度の年度末設備量および一般送配電
事業者へ契約申込済の電源等を考慮し、リプレースされる
ものと仮定。なお、水素・アンモニアは脱炭素電源オークショ
ンの公表結果も考慮

供給計画最終年度における
設備量に加え、契約申込済の電
源等を考慮して設定

原子力 37GW
既存もしくは建設中の設備が全て60年運転すると仮定し
た際の2030年時の水準が維持されるものと仮定

既存もしくは建設中の設備を
考慮して設定

蓄電池 24GW
足元の状況（導入実績のトレンド、脱炭素電源オークショ
ン等）を踏まえ、将来の電力需給シナリオの値を使用

導入実績および再エネ設備量を
考慮して設定

◼ 電源ごとの設備量およびエリア配賦は下表の内容で設定する。

◼ 電源の立地誘導等による影響を確認するために、ベースシナリオにて再エネ（太陽光・陸上風力・
洋上風力）の一部を需要比率で配置した場合や蓄電池の設備量を変化させた場合の感度分析を
行う。
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11 長期展望レビューにおける燃料費＋CO2対策コスト

◼ 長期展望レビューで用いる燃料費＋CO2対策コストは、CO2対策コストの上昇により石炭がLNG
（MACC・ACC）よりも高価な想定となり、燃種毎のメリットオーダーが現行の長期展望から変化
する。なお、第89回本委員会（2025年5月30日）で示した値から、参照する為替を2025年暦年
平均に更新する。

[単位：円/kWh]

LNG MACC
1500℃級
（CCS）

LNG ACC
1300℃級
（CCS）

LNG MACC
国産水素
10%混焼

石炭
（CCS）

LNG CC
1100℃級
（CCS）

LNG CT
Conv
（CCS）

石油

燃料費＋CO2対策コスト 14.4～19.3 16.7～22.2 17.3～23.9 17.7～25.9 19.7～26.3 23.3～31.1 31.5～36.3

燃料費 9.7～14.2 11.2～16.4 10.5～15.4 6.3～13.7 13.2～19.4 15.6～22.9 18.2～19.6

CO2対策コスト
CO2対策費用 1.2～1.5 1.4～1.7 6.8～8.5 2.8～3.5 1.6～2.0 1.9～2.4 13.3～16.7

CO2輸送&貯留費用 3.6 4.1 ― 8.6 4.9 5.7 ―

見直し後における燃料費＋CO2対策コストの範囲

発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2025年2月）における発電コストレビューシートの2040年に、為替150円/$、熱効率及び所内率を入力して算出
（既設をCCS付火力へ改造すると仮定したLNG火力については、CO2分離回収型LNG火力にそれぞれの熱効率及び所内率を入力して算出）
CO2輸送貯留費用、燃料諸経費は、建設工事費デフレーター（2015年基準）を基に2025年度下期実質値へ補正（2023年暦年費用×1.08）
水素（専焼）・アンモニア（専焼）についても発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2025年2月）における発電コストレビューシートをもとに算出

（参考）現行の長期展望における燃料費＋CO2対策コストの範囲

発電コスト検証ワーキンググループ報告書（2021年9月）における発電コストレビューシートの2030年に熱効率及び所内率を入力して算出
（既設をCCS付火力へ改造すると仮定したLNG火力については、CO2分離回収型LNG火力にそれぞれの熱効率及び所内率を入力して算出）

[単位：円/kWh]



12 【振り返り】 長期展望レビューにおける工事費の単価

◼ 長期展望レビューで用いる単価は、近年の物価上昇等の趨勢を反映させ、広域機関が公表した「送変
電設備の標準的な単価」（2026年3月10日）を参照し、各工事の種別に応じて現行の長期展望
の工事費を見直す。（第89回本委員会で整理）

◼ また、 「送変電設備の標準的な単価」 に含まれていないHVDC単価等は、現行の長期展望で設定
している単価をベースに建設工事費デフレーターで至近実質値へ補正した値等を用いる。

出所）第11回計画評価及び検証小委員会（2026年4月23日）資料1
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi_hyouka/11/hyouka_11_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi_hyouka/11/hyouka_11_01_01.pdf


13 その他（費用便益評価の期間・割引率等）

◼ 費用便益評価を行うにあたり、評価期間・割引率等の内容は下表のとおり設定する。

◼ 評価期間は36年、割引率は4%に加え1%または2%も考慮し、アデカシー便益は停電コストベースや
調達コストベースの幅で評価する。（第89回本委員会で整理）

項目 長期展望レビューでの設定

費
用
便
益
評
価

評価期間 • 現行の長期展望と同様、36年

割引率 • 現行の長期展望と同様に割引率4%に加え、割引率1%または2％も考慮

アデカシー便益
の考え方

• 停電コストベースや調達コストベースの幅で評価
※ 調達コスト単価（Net CONE）は発電コスト検証ワーキンググループの公表値
に基づき見直しが行われた後のNet CONEを使用

工事内容
（地内系統含む）

• 現行の長期展望と同様の内容を基本的に設定。

連系線の運用容量
• 現行の長期展望と同様としつつ、一部の連系線（東北東京間、関西中国間
等）は最新の運用容量を設定。
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15 Without（増強前）の設定について

◼ 現行の長期展望の取りまとめ以降、中部関西間連系線に係る広域系統整備計画や中国九州間
連系設備に係る広域系統整備計画を策定した。

◼ 今回の長期展望レビューでは、中部関西間連系線・中国九州間連系設備の増強および中地域交
流ループを反映したWithoutとし、WithとWithoutの差分にて各地域の増強方策等の評価を行う。

出所）第101回広域系統整備委員会（2026年5月22日）資料1
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/101/seibi_101_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/101/seibi_101_01_01.pdf
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17 【振り返り】 現行の長期展望における東地域の増強方策

◼ 現行の長期展望では、北海道・東北エリアに他エリアと比較して大量の再エネが導入される想定のもと、
再エネの電気を大消費地である東京エリアへ送るために、北海道東北間HVDC・東北東京間HVDC・
東北東京間連系線（交流系統）等の増強方策を示した。

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf
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東地域の増強方策
ベースシナリオにおける費用便益評価

◼ 今回の長期展望レビューにおいても、再エネの導入に関しては現行の長期展望と同様の考え方である
ことから、現行の長期展望と同様の増強方策に対して、費用便益評価（B/C）を実施した。

◼ ベースシナリオにおいてB/Cの観点では、北海道～東北間400万kW・東北～東京間600万kWが
一番大きな結果となった。再エネ出力制御率の低減効果も加味すると、北海道～東北間600万kW、
東北～東京間800万kWが有力となった。当該傾向については、現行の長期展望と同様である。また、
再エネ出力制御率は北海道・東北エリアでみると、系統増強により約40%から約20%まで低下。

※ 上図は、現行の長期展望と同様、アデカシー便益は下限、割引率は4%で示す。

＜横軸＞
上段：北海道～東北間HVDC［万kW］
下段： 東北～東京間HVDC ［万kW］

ベースシナリオ



19 （参考）現行の長期展望における東地域の費用便益評価（ベースシナリオ）

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf
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データセンター地方分散／電源立地地域への需要誘導が限定的なケースにおける費用便益評価

◼ データセンター地方分散ケースでは、ベースシナリオと比較し、北海道・東北エリアの需要が増加する一
方、東京エリアの需要が減少するため、B/Cは全体的に低下した。電源立地地域への需要誘導が
限定的なケースでは、東京エリアの需要がベースシナリオよりも増加するため、B/Cは増加した。

◼ また、データセンター地方分散ケースにおける再エネ出力制御率はベースシナリオよりも低減する。
このため、データセンターの地方分散が進展する場合には再エネの有効活用を図りつつも、増強規模
の適正化が必要になる可能性も考えられる。

データセンター地方分散ケース 電源立地地域への需要誘導が限定的なケース

＜横軸＞
上段：北海道～東北間HVDC［万kW］
下段： 東北～東京間HVDC ［万kW］

※ 上図は、現行の長期展望と同様、アデカシー便益は下限、割引率は4%で示す。

＜横軸＞
上段：北海道～東北間HVDC［万kW］
下段： 東北～東京間HVDC ［万kW］



21 東地域の増強方策
割引率（4%および1%）やアデカシー便益の幅を考慮した費用便益評価

◼ アデカシー便益を上限値とし、割引率4%に加え1%も考慮したB/Cは下図のとおり。

◼ アデカシー便益上限の場合は大半のケースでB/C>1となる。

（割引率4%,アデカシー便益上限）

（割引率1%,アデカシー便益上限）

ベースシナリオデータセンター地方分散ケース 電源立地地域への需要誘導が限定的なケース

（割引率4%,アデカシー便益上限）

（割引率1%,アデカシー便益上限）

（割引率4%,アデカシー便益上限）

（割引率1%,アデカシー便益上限）

＜横軸＞上段：北海道～東北間HVDC［万kW］
下段： 東北～東京間HVDC ［万kW］
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23 【振り返り】 現行の長期展望における中西地域の増強方策

◼ 現行の長期展望では、関門連系線の交流連系による増強は、技術的課題が存在していることから直流
連系案も選択肢として位置付け、整備計画を具体化していく中で検討を深めることとした。

◼ 上記以外の増強方策（四国九州間連系線増強等）は、将来、情勢変化が生じた場合の選択肢とし
て位置付けた。

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf


24 長期展望レビューにおける中西地域の増強方策について

◼ 中国九州間連系設備に係る広域系統整備計画が策定され、中国九州間の連系線増強は、既設の
連系線が横断する関門海峡の周辺が市街化区域であり、架空線によるルート確保が難しいことから、
直流海底ケーブル連系による増強（以下「第二関門」）として、現在、工事が進められている。

◼ そのため、長期展望レビューでは、中国九州間の連系線増強は直流連系を前提に費用便益評価を
行う。なお、選択肢である四国九州間の新ルート構築（関西四国間連系設備の増強有無考慮）
は、ベースシナリオにて費用便益評価の結果を確認する。

出所）中国九州間連系設備に係る広域系統整備計画（2025年10月15日）一部追記
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/seibikeikaku/kanmon/files/20251015_seibikeikaku.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/seibikeikaku/kanmon/files/20251015_seibikeikaku.pdf


25 中西地域の増強方策：中国九州間の連系線増強
ベースシナリオにおける費用便益評価

◼ ベースシナリオにおけるB/Cは、第二関門100万kWからさらに100万kW増強する場合（第二関門
も含めた増強規模として200万kW）がB/C>1となった。他方、100万kW以上の増強ではB/Cは
1を下回った。

◼ 現行の長期展望では、第二関門も含めた増強規模として200万kWの場合がB/Cが最も大きく、それ
以上増強する場合はB/Cは低下傾向となっており、今回の長期展望レビューと同様の傾向であった。
連系線を増強することで、九州エリアの再エネ出力制御率は低減された。

※ 上図は、現行の長期展望と同様、アデカシー便益は下限、割引率は4%で示す。
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括弧書き：第二関門100万kW分も含めた増強規模 ［万kW］



26 （参考）現行の長期展望における中西地域の費用便益評価

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf


27 中西地域の増強方策：中国九州間の連系線増強
データセンター地方分散／電源立地地域への需要誘導が限定的なケースにおける費用便益評価

◼ データセンター地方分散ケースでは、ベースシナリオと比較し、九州エリアの需要が大きくなるため、
B/Cは低下した。電源立地地域への需要誘導が限定的なケースでは、関西エリアの需要が大きく
なり、九州エリアの需要が小さくなるため、B/Cは増加した。

◼ データセンター地方分散ケースにおいて、九州エリアの再エネ出力制御率はベースシナリオよりも低減され
ており、データセンターの地方分散が進展することでより再エネの有効活用につながることがわかる。

※ 上図は、現行の長期展望と同様、アデカシー便益は下限、割引率は4%で示す。

データセンター地方分散ケース 電源立地地域への需要誘導が限定的なケース

＜横軸＞
上段：第二関門100万kWからの増強分［万kW］
括弧書き：第二関門100万kW分も含めた増強規模 ［万kW］

1.1

0.8 0.8

1.4

1.1 1.1

1.0

0.7 0.7

1.3

1.0 1.0

26% 25% 24% 23%

14% 13% 13% 13%

0%

25%

50%

75%

0.0

0.5

1.0

1.5

without

（100）

+100

(200)

+200

(300)

+300

(400)

B/Cおよび出力制御率

燃料費低下(コスト低下) 燃料費高騰(コスト低下)

燃料費低下(コスト高騰) 燃料費高騰(コスト高騰)

九州 出力制御率 中西 出力制御率

0.8

0.5
0.4

0.8

0.5
0.4

0.7

0.4
0.4

0.8

0.5 0.420% 19% 18% 17%
13% 12% 12% 12%

0%

25%

50%

75%

0.0

0.5

1.0

1.5

without

（100）

+100

(200)

+200

(300)

+300

(400)

B/Cおよび出力制御率

燃料費低下(コスト低下) 燃料費高騰(コスト低下)

燃料費低下(コスト高騰) 燃料費高騰(コスト高騰)

九州 出力制御率 中西 出力制御率

＜横軸＞
上段：第二関門100万kWからの増強分［万kW］
括弧書き：第二関門100万kW分も含めた増強規模 ［万kW］



28 中西地域の増強方策：中国九州間の連系線増強
割引率（4%および1%）やアデカシー便益の幅を考慮した費用便益評価

◼ アデカシー便益を上限値とし、割引率4%に加え1%も考慮したB/Cは下図のとおり。

◼ 各ケースにおいて、第二関門100万kWからさらに100万kW増強する場合はB/C>1となった。

（割引率4%,アデカシー便益上限）

（割引率1%,アデカシー便益上限）

1.7

1.2 1.2

2.0

1.5 1.41.6

1.2
1.1

1.9

1.4 1.3

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

+100

(200)

+200

(300)

+300

(400)

2.2

1.6 1.5

2.6

1.9 1.82.1

1.5 1.4

2.4

1.8 1.6

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

+100

(200)

+200

(300)

+300

(400)

ベースシナリオ

＜横軸＞ 上段：第二関門100万kWからの増強分［万kW］
括弧書き：第二関門100万kW分も含めた増強規模 ［万kW］
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【選択肢】 中西地域の増強方策：四国九州間の連系線新設
ベースシナリオにおける費用便益評価

◼ 四国九州間の新ルート構築（直流連系）におけるB/Cを確認した結果、どの増強規模に対しても
B/Cは1を下回ることとなり、現行の長期展望と同様であった。

◼ 次に、四国九州間の新ルート構築に加え、現行の長期展望と同様、既設の関西四国間連系設備を
増強（280万kW）した場合は、燃料費等によっては200万kW程度でB/C＞1となった。なお、既設
の関西四国間連系設備の増強規模は足元の状況も踏まえ別途検討する。

◼ 四国九州間の連系線新設は、引き続き選択肢として需要動向等も踏まえながら検討していく。

※ 上図は、現行の長期展望と同様、アデカシー便益は下限、割引率は4%で示す。
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31 【振り返り】 現行の長期展望におけるFC及び全国の増強方策

◼ 現行の長期展望では、東地域と中西地域の有望な増強方策を組み合わせ、FC容量を300万kW
からさらに＋90万kW～＋270万kWの増強を織り込んで費用便益評価を行った。

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf
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FC及び全国の増強方策
ベースシナリオにおける費用便益評価

◼ 今回の長期展望レビューにおいても現行の長期展望と同様、東地域と中西地域の有望な増強方策
（北海道～東北間600万kW、東北～東京間800万kW、第二関門からさらに100万kW増強等）
を組み合わせ、FCの増強を織り込んでB/Cを算出した。

◼ ベースシナリオでは、現行の長期展望と同様、FCを最大+270万kWまで増強する幅の中で、全体
でB/C>1となることを確認した。

［万kW］

ベースシナリオ

※ 上図は、現行の長期展望と同様、アデカシー便益は下限、割引率は4%で示す。

+東・中西地域増強 +東・中西地域増強+東・中西地域増強



33 （参考）現行の長期展望におけるFC及び全国の費用便益評価

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf
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FC及び全国の増強方策
データセンター地方分散／電源立地地域への需要誘導が限定的なケースにおける費用便益評価

◼ 両ケースにおいて、FCを最大+270万kWまで増強する幅の中で、燃料費等の状況次第では全体
でB/C>1となることを確認した。 

◼ データセンター地方分散ケースでは、北海道・東北・九州エリア内での電源の地産地消によりB/Cは低
下する傾向となった。電源立地地域への需要誘導が限定的なケースでは、東京・関西エリアをはじめと
する大都市に再エネの電気を送ることによりB/Cは増加する傾向となった。

※ 上図は、現行の長期展望と同様、アデカシー便益は下限、割引率は4%で示す。

［万kW］

データセンター地方分散ケース 電源立地地域への需要誘導が限定的なケース

+東・中西地域増強 +東・中西地域増強 +東・中西地域増強+東・中西地域増強 +東・中西地域増強 +東・中西地域増強



35 FC及び全国の増強方策
割引率（4%および1%）やアデカシー便益の幅を考慮した費用便益評価

◼ アデカシー便益を上限値とし、割引率4%に加え1%も考慮したB/Cは下図のとおり。

◼ アデカシー便益上限の場合は大半のケースでB/C>1となる。

（割引率4%,アデカシー便益上限）

（割引率1%,アデカシー便益上限）

ベースシナリオデータセンター地方分散ケース 電源立地地域への需要誘導が限定的なケース

（割引率4%,アデカシー便益上限）

（割引率1%,アデカシー便益上限）

（割引率4%,アデカシー便益上限）

（割引率1%,アデカシー便益上限）
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36 FC増強の必要性について

◼ 現行の長期展望では、将来の不確実性も踏まえ、FC増強の具体的な規模については大規模災害へ
の対応などの丁寧な検討が必要となるものの、全国で見たB/Cが運転コスト等次第では+270万kW
までは1を超えていることから、＋270万kW増強を目安とした。

◼ 今回の長期展望レビューにおいても条件次第では全国でB/Cは1を超えているため、FC増強は
技術的な観点から具体的なルートや増強規模等の検討を進めることが合理的であることを確認した。

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf


37 Without（増強前）とWith（全国の増強方策後）の連系線潮流について

◼ 東地域では、HVDC等の増強により東京エリア向き潮流が増加した。中西地域では第二関門増強に
より九州エリアの中国エリア向き潮流が増加した。

◼ 東京中部間では東地域の再エネ等の活用により、中部エリア向き潮流が増加した。

[単位：万kW]

連系線潮流の横軸は、8760時間分の潮流を昇順に並べたもの

【凡例】
：増強前の連系線潮流
：全国の増強方策※後の連系線潮流

＜長期展望レビューにおける連系線潮流（ベースシナリオ）＞

北海道

向き

⇑
⇓
本州向
き

東北向き

⇑
⇓

東京向き

東京向き

⇑
⇓

中部向き

中部向き

⇑
⇓

関西・北陸向き

北陸向き

⇑
⇓

中部・関西向き

関西向き

⇑
⇓

中部・北陸向き

関西向き

⇑
⇓

中国向き

関西・中国向き

⇑
⇓

四国向き

中国・四国向き

⇑
⇓

九州向き

ベースシナリオ

※ 北海道～東北間600万kW、東北～東京間800万kW、第二関門からさらに100万kW増強、FC270万kW等



38 各ケースの連系線潮流について（全国の増強方策後）

◼ データセンター地方分散ケースでは、北海道・東北エリアでの電源の地産地消により東京エリア向きの
潮流が減少した。中西地域では九州エリアの需要増により九州エリア向きの潮流が増加した。

◼ 電源立地地域への需要誘導が限定的なケースでは、東京・関西エリアの需要増に伴い、北海道・東北
エリアからの東京エリア向き、中国エリアからの関西エリア向きの潮流が増加した。

◼ 東京中部間ではデータセンターの地方分散が進展する場合は両方向の潮流は減少した。

[単位：万kW]

連系線潮流の横軸は、8760時間分の
潮流を昇順に並べたもの

【凡例】
：データセンター地方分散ケース

  ：ベースシナリオ
  ：電源立地地域への需要誘導が限定的なケース

＜長期展望レビューにおける連系線潮流（各ケース（全国の増強方策※後）） ＞

北海道

向き

⇑
⇓

本州向
き

東北向き

⇑
⇓

東京向き

東京向き

⇑
⇓

中部向き

中部向き

⇑
⇓

関西・北陸向き

北陸向き

⇑
⇓

中部・関西向き

関西向き

⇑
⇓

中部・北陸向き

関西向き

⇑
⇓

中国向き

関西・中国向き

⇑
⇓

四国向き

中国・四国向き

⇑
⇓

九州向き

※ 北海道～東北間600万kW、東北～東京間800万kW、第二関門からさらに100万kW増強、FC270万kW等
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40 感度分析：
再エネのエリア配賦や蓄電池の設備量を変化させた場合の費用便益評価

◼ FCも含めた全国の増強方策に対して感度分析を実施。具体的には、再エネ（太陽光・陸上 風力・
洋上風力）の20%を需要比率で配置した場合（=感度分析①）、蓄電池の設備量を±20%の幅
で変化させた場合（=感度分析②）でB/Cを算出した。

◼ 再エネの立地誘導等により需要が大きい地域に再エネが立地されることでB/Cは低下した。第3次
広域系統長期方針の策定に向けては、再エネをはじめとする電源の立地状況等を確認する。

◼ 蓄電池の設備量を変化させることによる燃料費・CO2対策コストへの影響は確認できたものの、全国
の 増強方策の便益に対しては小さく、B/Cへの影響は限定的となった。

※ 上図は、全国の増強方策（北海道～東北間600万kW、東北～東京間800万kW、第二関門からさらに100万kW増強、
FC+270万kW、地内増強等）にて、アデカシー便益は下限、割引率は4%の場合で示す。

【感度分析②：全国の増強方策】
（蓄電池の設備量を±20%で変化）

【感度分析①：全国の増強方策】
（再エネのエリア配賦を変化）

1.0
0.9

1.3
1.2

0.9
0.8

1.2
1.1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
B/C（感度分析）

燃料費低下(コスト低下) 燃料費高騰(コスト低下)

燃料費低下(コスト高騰) 燃料費高騰(コスト高騰)

1.0 1.0 1.0

1.3 1.3 1.3

0.9 0.9 0.9

1.2 1.2 1.2

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
B/C（感度分析）

燃料費低下(コスト低下) 燃料費高騰(コスト低下)

燃料費低下(コスト高騰) 燃料費高騰(コスト高騰)

20%低下        ベースシナリオ 20%増加
  （－5GW） (+5GW)

ベースシナリオ      再エネ電源の
エリア配賦を変化



41 （参考）
再エネの設備量を変化させた場合の費用便益評価

◼ 長期展望レビューでは、 FCも含めた全国の増強方策に対して、再エネ（太陽光・陸上風力・洋上風
力）の設備量を変化させた場合（将来の電力需給シナリオでの値を活用）のB/Cを参考として算出。

◼ 長期展望は、エネルギー基本計画に基づく国の政策方針等を踏まえ、広域連系系統のあるべき姿を
示すものである。これは、将来の再エネの導入拡大を見据えて先行的に系統を整備する「プッシュ型」の
考え方に基づく。一方、将来の電力需給シナリオはエネルギー基本計画等との整合を前提としておらず、
策定の目的※1が異なるため留意が必要。

電源 設備量※2

太陽光 180GW

陸上風力 14.5GW

洋上風力 28GW

＜長期展望レビューでの再エネの設備量＞

※2 12,500億kWhモデルの値

電源 設備量

太陽光 260GW

陸上風力 41GW

洋上風力 45GW

＜再エネの設備量を変化（将来の電力需給シナリオでの値を活用）＞

※1 長期脱炭素電源オークション等の円滑な実施や計画的に電源開発を進める上での参考とすることを目的としたもの

【参考：全国の増強方策】
（再エネの設備量を変化）

1.0

0.4

1.3

0.5

0.9

0.4

1.2

0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
B/C（参考）

燃料費低下(コスト低下) 燃料費高騰(コスト低下)

燃料費低下(コスト高騰) 燃料費高騰(コスト高騰)

ベースシナリオ 再エネ設備量を変化
（将来の電力需給シナリオでの値を活用）

※ 上図は、全国の増強方策（北海道～東北間600万kW、東北～東京間800万kW、
第二関門からさらに100万kW増強、FC+270万kW、地内増強等）にて、アデカシー
便益は下限、割引率は4%の場合で示す。



42 （参考）感度分析等の実施について

出所）第100回広域系統整備委員会（2026年4月22日）資料2
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf


43 目次

1. 前提条件（シナリオの設定、需要や電源の設定等）

2. 費用便益評価結果

3. 長期展望レビューの結果および第3次広域系統長期方針
に向けた今後の検討



44 長期展望レビューの結果について

◼ 長期展望レビューにて、第7次エネ基で示されたデータセンター等による電力需要の変化見通しなどの
状況変化が現行の長期展望に及ぼす影響を確認した。需要の年間総電力量は現行の長期展望でも
同程度の規模を想定していたことや再エネの設備量も国の政策議論等を踏まえ大きな変更はなかった
ことから、現行の長期展望で示したB/Cの傾向は大きく変わらなかった。

◼ データセンター地方分散ケースのように需要と電源のアンバランスが解消されれば、増強規模を小さくして
も再エネの出力制御率は増加しない。このため、大規模需要の動向等によっては再エネの有効活用を
図りつつ、増強規模の適正化が必要となる可能性もある。また、再エネをはじめとする電源のエリア配
賦等によってB/Cに与える影響も変わる。

◼ 今後は、大規模需要の動向や再エネをはじめとする電源の立地状況等を踏まえ、第3次広域系統
長期方針策定に向けた検討（地域間連系線および地内基幹系統における増強方策の見直し等）
を進めていく。



45 人材・サプライチェーンに関する課題について

◼ 現在、設備の高経年化やデータセンター等による新規需要の発生等により、工事量は増加する傾向に
ある。合わせて、高齢化等による人材不足や世界的なインフラ需要・データセンター需要等に起因した
ケーブル類の品薄化や変電設備等の長納期化が発生している。

◼ そのため、第3次広域系統長期方針の策定においては、高経年化による更新設備の増加や需要の
拡大等を背景とした施工力の課題等を考慮し、実現可能性の観点も留意する必要がある。

出所）第3回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会（2025年10月31日）資料5一部追記
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/003_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/003_05_00.pdf


46 （参考）IEA Building the Future Transmission Grid

◼ IEAのレポートによると、大型変圧器の平均納期は過去2～3年間でほぼ倍増している。

◼ 設備の補修状況等単純な比較は難しいものの、諸外国と比較して高経年化設備の割合は日本が高く
なっている。

出所）IEA Building the Future Transmission Grid
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf

https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf
https://iea.blob.core.windows.net/assets/744ff0bb-905a-4f9f-83e3-2d04ce99e09c/BuildingtheFutureTransmissionGrid.pdf


47 （参考）人材・サプライチェーンに関する課題（施工）

出所）第3回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会（2025年10月31日）資料5
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/003_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/003_05_00.pdf


48 （参考）人材・サプライチェーンに関する課題（製造・調達等）

出所）第3回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会（2025年10月31日）資料5
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/003_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/003_05_00.pdf


49 （参考）送配電事業における人材・サプライチェーンの現状と課題

出所）第2回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会（2025年9月8日）資料7
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/002_07_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/pdf/002_07_00.pdf


50 【振り返り】 既設連系線の更新について

◼ 現行の長期展望では、既設連系線を所与としており、既設連系線の同容量更新を前提とした将来的
な系統増強の方策を示した。

◼ 今後は、地域間連系線の主要な設備が更新時期を迎えることから、第3次広域系統長期方針では、
既設連系線の経年状況や更新に向けた対応等を取りまとめる予定。

出所）第99回広域系統整備委員会（2026年3月30日）資料1
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/99/seibi_99_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/99/seibi_99_01_01.pdf


51 第3次広域系統長期方針に向けた今後の検討について

◼ 以上のことから、第3次広域系統長期方針に向けた今後の検討として、以下の点を進めていく予定。

• エネルギー基本計画をはじめとする国の政策議論等と整合を取った長期展望の策定

✓ データセンター等の大規模需要の動向や、再エネをはじめとする電源の立地状況（新設・リプレー
ス・休廃止含む）を踏まえた前提条件の検討（シナリオ設定含む）

✓ 前提条件の変更（潮流の変化）による地域間連系線や地内基幹系統の増強方策の見直し

• 施工力の課題等、実現可能性の観点を考慮した長期展望の検討

• 更新時期を迎える既設連系線の更新（混雑状況も加味した更新対応等）



52 

以下、参考



53 

出所）第88回広域系統整備委員会（2025年3月21日）資料1 一部加工
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_88_01_01.pdf

（参考）広域系統整備に関する長期展望のレビュー

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_88_01_01.pdf


54 

出所）第89回広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2 一部加工
https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf

（参考）長期展望レビューの進め方

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf


55 （参考）長期展望レビューの目的

出所）第94回広域系統整備委員会（2025年10月31日）資料3
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf


56 （参考）GX産業構造実現のためのGX産業立地ワーキンググループ

出所）GX産業構造実現のためのGX産業立地ワーキンググループ 中間とりまとめ
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/sangyoritchi_wg/pdf/summary.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/sangyoritchi_wg/pdf/summary.pdf


57 （参考）データセンターの稼働率の仮定について

出所）将来の電力需給シナリオに関する検討会の報告書詳細版【別冊資料編】 （2025年7月9日）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/sangyoritchi_wg/pdf/summary.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/sangyoritchi_wg/pdf/summary.pdf


58 （参考）現行の長期展望における年間総電力量

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf


59 

出所）第94回広域系統整備委員会（2025年10月31日）資料3
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf

（参考）長期展望レビューにおける年間総電力量

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf


60 

出所）第94回広域系統整備委員会（2025年10月31日）資料3
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf

（参考）長期展望レビューにおけるロードカーブ

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf


61 （参考）将来の電力需給シナリオにおける需要モデルケース

出所）将来の電力需給シナリオに関する検討会の報告書（2026年2月25日 差替版）一部加工
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/shorai_jukyu/2025/files/shoraijukyu_houkokusyo_03.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/shorai_jukyu/2025/files/shoraijukyu_houkokusyo_03.pdf


62 （参考）将来の電力需給シナリオにおけるエリア配賦結果

出所）第11回将来の電力需給シナリオに関する検討会（2026年3月10日）資料3
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/shorai_jukyu/11/shoraijukyu_11_03.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/shorai_jukyu/11/shoraijukyu_11_03.pdf


63 （参考）将来の電力需給シナリオにおけるデータセンター・半導体の配賦

出所）第11回将来の電力需給シナリオに関する検討会（2026年3月10日）資料3
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/shorai_jukyu/11/shoraijukyu_11_03.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/shorai_jukyu/11/shoraijukyu_11_03.pdf


64 （参考）長期展望レビューにおけるエリア配賦の設定

出所）第100回広域系統整備委員会（2026年4月22日）資料2より
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf


65 （参考）長期展望レビューにおける需要のエリア配賦（各ケース）

◼ ベースシナリオおよび各ケースの需要のエリア配賦結果は下表のとおり。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

データセンター
地方分散ケース

750 1,170 4,030 1,770 390 1,800 880 370 1,350 12,500

ベースシナリオ
（将来の電力需給シナリオの
エリア配賦にて設定）

610 1,020 4,350 1,850 330 1,930 900 310 1,210 12,500

電源立地地域への
需要誘導が限定的な

ケース
450 930 4,490 1,920 340 2,010 870 320 1,180 12,500

＜需要のエリア配賦＞

※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

[単位：億kWh]



66 （参考）長期展望レビューにおける電源ごとの設備量（１／２）

出所）第94回広域系統整備委員会（2025年10月31日）資料3
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf


67 （参考）長期展望レビューにおける電源ごとの設備量（２／２）

出所）第94回広域系統整備委員会（2025年10月31日）資料3
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf

電源 設定内容 設備量

太陽光 • 第43回基本政策分科会にて、2050年カーボンニュートラル実現に向け、
議論を深めて行くにあたって示された参考値
（現行の長期展望と同様）

260GW

陸上風力 41GW

洋上風力 • 官民協議会導入目標（現行の長期展望と同様） 45GW

水力、バイオマス、地熱等
• 2030年度のエネルギーミックス水準（現行の長期展望と同様。供給計画
最終年度の年度末設備量を考慮）

34GW

揚水 • 供給計画最終年度の年度末設備量（現行の長期展望と同様） 27GW

火力

• 供給計画最終年度の年度末設備量および一般送配電事業者へ契約申
込済の電源等を考慮し、リプレースされるものと仮定
（現行の長期展望と同様）

• なお、水素・アンモニアは脱炭素電源オークションの公表結果も考慮

139GW

原子力
• 既存もしくは建設中の設備が全て60年運転すると仮定した際の2030

年時の水準が維持されるものと仮定（現行の長期展望から追加）
37GW

蓄電池
• 足元の状況（導入実績のトレンド、脱炭素電源オークション等）を踏まえ、

将来の電力需給シナリオの値を使用（現行の長期展望から変更）
24GW

◼ 長期展望レビューにおける電源ごとの設備量をまとめると下表のとおり。

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_94_03_01.pdf


68 （参考）現行の長期展望における電源ごとの設備量

◼ 現行の長期展望では、第6次エネ基や国の審議会における政策的議論を踏まえて、2050年の設備量
を設定した。

電源 設定内容 設備量

太陽光 • 第43回基本政策分科会にて、2050年カーボンニュートラル実現に向け、
議論を深めて行くにあたり示された参考値

260GW

陸上風力 41GW

洋上風力 • 官民協議会導入目標 45GW

水力、バイオマス、地熱 • 2030年度のエネルギーミックス水準 33GW

揚水 • 供給計画最終年度の年度末設備量 27GW

火力

• 供給計画最終年度の年度末設備量および一般送配電事業者へ契約
申込済の電源

• 水素・アンモニアについては、既設火力の一部が45年運転で廃止後、
水素・アンモニアにリプレースされるものと仮定

145GW

原子力 • 既存もしくは建設中の設備が全て60年運転すると仮定 26GW

蓄電池
• 系統用蓄電池として導入量はEV・PHEVのバッテリ容量を積み上げた
数値をもとに仮定

9GW

＜電源ごとの設備量（現行の長期展望）＞



69 （参考）長期展望レビューにおける電源のエリア配賦について

出所）第100回広域系統整備委員会（2026年4月22日）資料2より
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/100/seibi_100_02_01.pdf


70 （参考）第89回本委員会で報告した長期展望レビューにおける燃料費＋CO2対策コスト

出所）第89回広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf


71 （参考）長期展望レビューで用いる単価について

出所）第89回広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf


72 （参考）広域機関が公表した「送変電設備の標準的な単価」比較

出所）第11回計画評価及び検証小委員会（2026年4月23日）資料1
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi_hyouka/11/hyouka_11_01_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi_hyouka/11/hyouka_11_01_01.pdf


73 （参考）長期展望レビューで扱うHVDC単価について

出所）第89回広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf


74 （参考）長期展望で扱うHVDC単価について

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf


75 （参考）長期展望レビューでの費用便益評価期間について

出所）第89回広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf


76 （参考）長期展望レビューでの割引率について

出所）第89回広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf


77 （参考）長期展望レビューでのアデカシー便益の考え方について

出所）第89回広域系統整備委員会（2025年5月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/kouikikeitouseibi/2025/files/seibi_89_02_01.pdf


78 （参考）Net CONEの算定について

出所）第113回制度検討作業部会（2026年4月3日）資料5
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/113_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/113_05_00.pdf


79 （参考）
現行の長期展望における四国ルート（紀伊水道増強なし）の費用便益評価

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf


80 （参考）
現行の長期展望における四国ルート（紀伊水道増強あり）の費用便益評価

出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）（2023年3月29日）
https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/kouikikeitou/chokihoushin/files/chokihoushin_23_01_02.pdf
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